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Large-scale disasters are rare, and countermeasures from actual experiences are limited, so we have no choice but to 
depend on tradition over generations in the region and hearings from other regions. In the revision of the Basic Act on 
Disaster Control Measures after the Great East Japan Earthquake, "Transfer of Lessons Learned from Disaster" was also 
stated, but research has not been advanced as compared with other disaster countermeasures efforts. 
In this research, a survey form was sent to a total of 121 authorities nationwide (47 prefectures, 20 ordinance-
designated cities, 31 prefectural capital cities and 23 special wards in Tokyo) in order to grasp the actual situation of 
efforts for transfer of lessons learned from disaster in local governments, we eventurally got a response from 87 authori-
ties (72%). As a result, in particular, efforts in areas experienced large-scale disasters in recent years are notable, reveal-
ing that cooperation with other areas and information sharing are issues. 
I sincerely hope that Japan's disaster prevention and crisis management policy will progress, and I hope this research 
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対象団体区分 総数 回答数 回答率 
a都道府県 47 41 87% 
b指定都市 20 9 45% 
c県庁所在市（bを除く） 31 26 84% 
d特別区 23 11 48% 

















































































































 本設問に対しては，63 の団体（都道府県 36，指定都
















兵庫県の支援 1年の記録（平成 24年 3月）」を作成し，
県ホームページで公開している。なお，兵庫県は「平成
28年熊本地震への対応（被災地支援 100日の記録）（平







































 本設問に対しては，35 の団体（都道府県 22，指定都
市 5，県庁所在市 4，特別区 4）から何らかの機関・施
設があると回答があった。一方で，20 の団体（都道府






































 本設問に対しては，47 の団体（都道府県 23，指定都
市 7，県庁所在市 11，特別区 6）から何らかの取り組み
についての回答があった。一方で，15 の団体（都道府






































































































があったのは 22 団体（都道府県 12，指定都市 3，県庁




























































たとしたのは 9 団体（都道府県 7，指定都市 1，県庁所
在市 0，特別区 1）で，法改正と関係なく実施している
としたのが 41 団体（都道府県 16，指定都市 6，県庁所































 本設問に対し，何らかの回答があったのは 56 団体







































































































 一方，水害に関しては，杉並区が「平成 17 年 9 月 4
日の集中豪雨」において「集中豪雨の予報警報発令と前
後して水害が発生するという予想していなかった事態が
発生し，台風による水害対策を想定した従来の水害対策
では対応しきれなかった。」ことに触れている。 
この点，江戸川区から「震災については，阪神淡路大
震災，新潟県中越地震，東日本大震災，熊本地震等，比
較的短い間隔で発生しているため，首都直下地震への対
策に関する理解を得やすい。その一方で，大規模水害に
ついては，堤防・防潮堤整備等のインフラ整備事業によ
り安全性が高まったため，実感しにくい状況である。昨
年発生した鬼怒川の氾濫や，カスリーン台風・キティ台
風等の過去の大規模水害によって得られた教訓を伝える
とともに，区民一人ひとりが能動的に行動できるよう取
り組んでいかなければならない。」と，比較的対策が進
んでいるように見える水害についての警戒感を示してい
る。ここでも，他地域での教訓をいかに活かしていくか
が意識されている。 
 熊本県は，「本県ではデジタルアーカイブに取り組む
こととしているが，国内で災害が頻発している中，様々
な災害の教訓を国民全体で共有できるよう，国等でアー
カイブ構築を推進して欲しいと考えている。被災した地
方自治体がそれぞれ別々にアーカイブを構築するより，
統一した基準で資料の保存等を行っていくことで，災害
間の比較も可能となる等のメリットがある。東北三県で
行われているようなデジタルアーカイブを県が単独で行
うには費用面にも課題がある。」と，国の役割について
提言している。 
個々の自治体の取り組みだけでなく，地域を超えた取
り組みの重要性が改めて浮き彫りとなった。 
  
5.  地方自治体における災害教訓伝承の取り組み
の現状と課題 
 
 今回の調査の回答からは，地方自治体における災害記
念碑等の把握状況，災害記録誌等の編纂やそれらの公開
の状況，博物館・図書館等での災害教訓に関する展示や
特定の災害に関する施設の設置状況，災害教訓の語り部
派遣等の普及啓発事業など，様々な取り組みの現状が確
認できた。 
また，各自治体から民間団体や住民組織等による供養
祭などの取り組みの回答があったほか，都道府県からは
管内市町村の取り組みについての情報も得られた。 
災害対策基本法の改正で災害教訓伝承について明記さ
れたことによる影響に関する設問に対しては，多くの自
治体が法改正以前から自主的に事業を推進してきたとす
る回答が多かったが，法改正の趣旨を地域防災計画に盛
 8 
り込んだり，取り組みを加速させたところもあった。 
 災害教訓伝承の必要性や優先度については，「公助」
には限界があり「自助」「共助」の取り組みを促す観点
から，災害教訓伝承の取り組みが重要とする回答が見ら
れた一方で，過去の経験・知識にとらわれすぎないよう
にすることも必要との指摘があった。  
調査票の送付先である防災・危機管理担当部局以外の
災害伝承関連部署についての設問では，災害に関する多
くの知見を有する土木部やその知見の社会への浸透に関
わる教育・文化関係部局との連携が重要であることが伺
えた。 
その他の意見では，阪神・淡路大震災を経験した兵庫
県が「災害はどこでも起こりうる」ということを発信し
続けているにもかかわらず「（自分の地域では）地震は
起きない」という意識の根強さにショックを受けたとい
うものがあった。こういった問題への対応として，他地
域の教訓を積極的に取り入れる姿勢を見せているところ
も複数見られた。 
今回の調査では，東日本大震災や阪神・淡路大震災な
ど，比較的近年に大きな災害を経験した団体からの積極
的な回答が目立った。自由記述式としたことで回答の負
担が大きくなり，かえって十分な回答を引き出せなかっ
た可能性も否定できないが，地域ごとに意識や取り組み
にかなりの差があることも浮き彫りになった。 
地域における過去の災害経験が，場合によっては人々
に予断を与えるおそれがあることも確かであるが，それ
によってその伝承の意味が失われるということではなく，
必ず学ぶべき教訓がある。取り組み状況等に違いはあっ
ても，この点は多くの自治体に共有されていることも明
らかとなった。 
本調査実施の動機でもあったが，過去及び他地域での
教訓から学びつつ，新たな知見も取り入れながら，未曾
有の災害に備える姿勢が大切であろう。その意味でも，
各地域の災害教訓が相互に参照できるデータベース等の
整備・充実が必要ではないだろうか。この点につき，筆
者らも引き続き尽力していきたい。 
  
6. おわりに 
 
平成 24 年度の災害対策基本法改正では，「災害教訓
伝承」に関し，下記 2つの規定が追加されている。 
 
（住民等の責務）  
第七条 3 地方公共団体の住民は，（中略）過去の災
害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に
寄与するように努めなければならない。 
（施策における防災上の配慮等）  
第八条 2 国及び地方公共団体は，災害の発生を予防
し，又は災害の拡大を防止するため，特に次に掲げる
事項の実施に努めなければならない。 
十三 （中略）過去の災害から得られた教訓を伝承する
活動の支援（後略） 
 
第七条第 3項の規定に「災害教訓伝承」が追加された
ことを考えると，特に被災経験を有する地域においては，
住民や住民組織（民間団体，企業，学校等を含む。）が，
過去の災害から得られた教訓の伝承に取り組むことによ
り防災に寄与するように努めなければならないものと考
える。 
過去の災害教訓伝承により防災に寄与することは，自
分達の地域の未来や子孫たちを守るとともに，他地域の
未来や子孫たちを守ることにもつながる大変大きな意義
を持つ取り組みである。また，被災経験を有する地域に
しかできない取り組みであり，是非，積極的な対応を期
待したい。 
第八条第 2項第十三号の規定に「災害教訓伝承」が追
加されたことを考えると，国及び地方公共団体は，災害
の発生を予防し，又は災害の拡大を防止するため，特に
「災害教訓を伝承する活動の支援」の実施に努めなけれ
ばならないものと考える。 
被災経験を有する地域においては，住民や住民組織
（民間団体，企業，学校等を含む。）の災害教訓伝承活
動を行政としてしっかりと支えることが求められる。 
また，他の地域においては，被災地の災害教訓を学び，
防災・減災に活かしていくために行政に求められる役割
は大きい。 
災害教訓を学び，活かすためには，住民や身近な市町
村の取り組み，都道府県レベルの広域の取り組み，国全
体の取り組みがそれぞれ重要であると考える。 
今後，地域に根づいた教訓伝承から，広域や全国レベ
ルのデータベースの構築など，さまざまな取り組みが求
められるが，「災害教訓伝承」の取り組みに関し，住民，
市町村，都道府県，国が，連携しながら，それぞれ積極
的に取り組むことを大いに期待したい。 
 
本研究において取り組ませていただいた全国調査に当
たっては，お忙しい中，多くの方々から率直なご意見等 
を寄せていただいた。ご協力賜った皆様に厚く御礼申し
上げる次第である。 
なお，本研究は，政策研究大学院大学政策研究センタ
ーにおけるリサーチ・プロジェクトとして平成 28 年度
に実施したものであり，ご支援いただいた関係者の皆様
に深く感謝申し上げたい。 
わが国の防災・危機管理政策が進展することを心から
願うとともに，本研究がその一助となれば幸いである。
